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第二期実施計画（改訂版）における指標および目標一覧 

 

 

◎は「みえ県民力ビジョン・第二次行動計画」における目標項目 

 

 

第２章 基本施策ごとの施策の方向、施策および実施事業 

 

Ⅰ 職業生活における女性活躍の推進 

Ⅰ－Ⅰ 雇用等における女性活躍の推進 

 

基本施策の指標 現状値 目標値（平成32年度） 

◎「女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律」に規定する事業主行動計画等

の策定団体数（累計） 

(平成26年度） 

１４団体 

 

５００団体 

 

番号 施策の方向の目標項目 現状値 目標値（平成32年度） 

１ 

◎「女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律」に規定する事業主行

動計画等の策定団体数（累計） 

(平成26年度） 

１４団体 

 

５００団体 

２ 
◎ワーク・ライフ・バランスの推進に

取り組んでいる県内事業所の割合 

(平成26年度) 

３６．８％ 

 

６５．０％ 

３ 
◎多様な就労形態を導入している県

内事業所の割合 

(平成26年度) 

４８．５％ 

 

５５．０％ 

４ 
◎女性が長く働ける環境づくりに取

り組む意向を持つ企業の割合 

(平成26年度) 

８６．０％ 

 

９０．０％ 

５ 

「女性の大活躍推進三重県会議」にお

ける「取組宣言」を行った企業・団体

数（累計） 

(平成26年度） 

１４団体 

 

４７団体 

 

 Ⅰ－Ⅱ 農林水産業、商工業等に係る自営業における女性活躍の推進 

 

基本施策の指標 現状値 目標値（平成32年度） 

女性委員が任命されている農業委員会の

割合 

(平成26年度） 

９６．６％ 

 

１００％ 

 

 

番号 施策の方向の目標項目 現状値 目標値（平成32年度） 

１ 
女性委員が任命されている農業委員

会の割合 

(平成26年度） 

９６．６％ 

 

１００％ 

２ 
新たに農業経営計画を策定・実践する

女性農業者数（累計） 

(平成26年度） 

３５人 

 

６０人 

２ 
漁村女性アドバイザー等への研修会

開催数 

(平成26年度） 

２回 

 

２回 

３ 
家族経営協定締結農家数 (平成26年度) 

３６１戸 

 

４００戸 

４ 
女性起業数（年間販売額1千万円以上） (平成26年度) 

１７経営体 

 

２２経営体 
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Ⅰ－Ⅲ 仕事と子育て等の両立できる環境整備の推進 

 

基本施策の指標 現状値 目標値（平成32年度） 

◎保育所の待機児童数 (平成26年度) 

４８人 

 

０人 

 

番号 施策の方向の目標項目 現状値 目標値（平成32年度） 

１ 
◎放課後児童クラブの待機児童数 (平成27年度) 

８６人 

 

０人 

２ 
◎「みえの育児男子プロジェクト」に

参加した企業、団体数（累計） 

（平成26年度） 

１９企業・団体 

（平成31年度） 

３００企業・団体 

３ 

◎介護度が重度で在宅の特別養護老

人ホームの入所待機者数（入所を辞退

した者等を除く実質的な待機者数） 

（平成26年度） 

８６３人 

 

０人 

３ 

◎特別養護老人ホーム（広域型、地域

密着型およびショートステイの転換）

施設整備定員数（累計） 

（平成26年度） 

９，６４３床 

 

１０，６４７床 

 

 

Ⅱ 男女共同参画を推進するための基盤の整備 

Ⅱ－Ⅰ 政策・方針決定過程への男女共同参画の推進 

 

基本施策の指標 現状値 目標値（平成32年度） 

◎県・市町の審議会等における女性委員の

割合 

(平成27年度） 

２６．５％ 

 

３０．０％ 

 

番号 施策の方向の目標項目 現状値 目標値（平成32年度） 

１ 
県の審議会等における女性委員の割

合 

(平成28年２月） 

３１．６％ 

 

４０．０％ 

１ 
県の審議会等のうち男女のバランス

がとれた構成の審議会等の割合 

(平成28年２月） 

６１．２％ 

 

６６．７％ 

１ 
県の審議会等において女性委員が選

任されていない審議会等の数 

(平成28年２月） 

４ 

 

０ 

２ 
管理職への女性職員登用率 （平成27年4月1日） 

８．７％ 

（平成32年4月1日） 

１０．０％ 

２ 
本庁知事部局における管理職への女

性職員登用率 

（平成27年4月1日） 

８．０％ 

（平成32年4月1日） 

３０．０％ 

３ 
審議会等において女性委員の割合を

高める取組を進めている市町の割合 

(平成27年度） 

８市町 

 

２９市町 

 

Ⅱ－Ⅱ 男女共同参画に関する意識の普及と教育の推進 

 

基本施策の指標 現状値 目標値（平成32年度） 

◎あらゆる分野で女性の社会参画が進ん

でいると感じる県民の割合 

(平成27年度） 

３９．４％ 

 

４９．４％ 
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番号 施策の方向の目標項目 現状値 目標値（平成32年度） 

１ 

◎男女共同参画センター開催事業の

新規参加者の数・満足度  

(平成26年度） 

２９２人 

９４．０％ 

 

３８６人 

１００％ 

１ 
男女共同参画センターにおける事業

者向け講座等の情報発信回数 

(平成26年度） 

５回 

 

１０回以上 

１ 
メディアへの情報提供数 （平成26年度） 

８８件 

 

１１３件 

２ 
男女共同参画に関する校内研修を実

施した学校の割合 

(平成26年度） 

７４．９％ 

 

８０．０％ 

２ 
教科等に男女共同参画の視点を位置

づけた学校の割合 

(平成26年度） 

９５．５％ 

 

１００％ 

２ 
◎県立高等学校においてライフプラ

ン教育に関する取組を実施した割合 

(平成26年度） 

３８．６％ 

 

１００％ 

３ 
男女共同参画センターの講座等への

新規参加率 

(平成26年度） 

５６．０％ 

 

６１．０％ 

４ 
◎多文化共生の社会になっていると

感じる県民の割合 

(平成27年度） 

２９．１％ 

 

３４．１％ 

４ 
◎多文化共生に係るセミナー、研修会

等参加者の理解度 

(平成27年度） 

９７．９％ 

 

１００％ 

 

 

Ⅲ 男女が安心して暮らせる環境の実現 

Ⅲ－Ⅰ 家庭・地域における男女共同参画の推進 

 

基本施策の指標 現状値 目標値（平成32年度） 

自治会長の女性割合 (平成26年度) 

３．１％ 

 

５．２％ 

 

番号 施策の方向の目標項目 現状値 目標値（平成32年度） 

１ 
男女共同参画センターによる研修等

支援回数 

(平成26年度) 

２７回 

 

３２回 

２ 
自治会長の女性割合 (平成26年度) 

３．１％ 

 

５．２％ 

２ 
「男女共同参画」を掲げているＮＰＯ

法人数 

(平成27年度) 

９２法人 

 

１０１法人 

３ 
女性消防団員数  (平成27年度） 

４７９人 

 

５００人 

 

Ⅲ－Ⅱ 生涯を通じた男女の健康と生活の支援 

 

基本施策の指標 現状値 目標値（平成32年度） 

◎健康寿命 （平成26年） 

男性  78.0歳 

女性  80.7歳 

（平成31年） 

男性  78.6歳 

女性  81.1歳 
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番号 施策の方向の目標項目 現状値 目標値（平成32年度） 

１ 

◎がん検診受診率（乳がん、子宮頸が

ん、大腸がん） 

（平成25年度） 

乳がん    33.4％ 

子宮頸がん51.6％ 

大腸がん 30.0％ 

（平成31年度） 

乳がん    50.0％ 

子宮頸がん50.0％ 

大腸がん 40.0％ 

２ 

◎妊娠期から子育て期にわたる総合

的な相談窓口が整備されている市町

数 

（平成27年度） 

２４市町 

 

２９市町 

３ 
◎相談支援事業における支援件数 

（障がい者の相談支援） 

（平成26年度） 

 ５５，８３６人 

 

６０，７５７人 

４ 
◎「おもいやり駐車場」の登録施設数 （平成26年度） 

１，９６１施設 

（平成31年度） 

２，１６０施設 

 

 Ⅲ－Ⅲ 男女共同参画を阻害する暴力等への取組 

 

基本施策の指標 現状値 目標値（平成32年度） 

◎性犯罪・性暴力被害者支援制度の周知の

ための協力団体数（累計）   

（平成26年度） 

－ 

 

６１団体 

 

番号 施策の方向の目標項目 現状値 目標値（平成32年度） 

１ 
配偶者からの暴力防止等連絡会議等

の情報交換の場 

（平成26年度） 

１回 

 

３回 

２ 
ＤＶ被害を受けた人のうち相談した

人の割合 

（平成27年度） 

４５．８％ 

 

５０．８％ 

３ 
◎性犯罪・性暴力被害者支援制度の周

知のための協力団体数（累計） 

（平成26年度） 

－ 

 

６１団体 
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県職員職員数（知事部局） 
（平成27年度） 

4,490人（男3,449、女1,041） 

2015.4.1現在 

県（人事課）調べ 

県教員採用者数 

小学校 
（平成27年度） 

225人（男84、女141） 
2015.4.1現在 

県（教育委員会事務局教職

員課）調べ 

中学校 
（平成27年度） 

136人（男75、女61） 

県立学校 
（平成27年度） 

 84人（男46、女38） 

小学校 

教員数 

（平成27年度） 

5,561人 

（男2,253､女3,308） 
2015.5.1現在 

県（教育委員会事務局教職

員課）調べ 管理職の女性割

合 ☆２ 

（平成27年度） 

  20.3％ 

（男606､女154） 

中学校 

 

教員数 

（平成27年度） 

3,094人 

（男1,847､女1,247） 
2015.5.1現在 

県（教育委員会事務局教職

員課）調べ 管理職の女性割

合 ☆３ 

（平成27年度） 

  7.9％ 

（男290､女25） 

県立学校 

教員数 

（平成27年度） 

3,449人 

（男2,167､女1,282） 
2015.5.1現在 

県（教育委員会事務局教職

員課）調べ 管理職の女性割

合 ☆４ 

（平成27年度） 

  9.4％ 

（男154､女16） 

県教育委員会 

職員数 

（平成27年度） 

266人 

（男200､女66） 
2015.4.1現在 

県（教育委員会事務局教職

員課）調べ 管理職の女性割

合 ☆５ 

（平成27年度） 

 12.1％ 

（男29､女4） 

県立学校 

事務職員数（司書

除く） 

（平成27年度） 

260人 

（男156､女104） 
2015.5.1現在 

県（教育委員会事務局教職

員課）調べ 管理職の女性割

合 ☆６ 

（平成27年度） 

  18.6％ 

（男57､女13） 
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自殺対策に係るネットワーク組織を設置

している地域数 ☆３ 

（平成26年度） 

9地域 
県（健康づくり課）調べ 

グループホーム等において地域で自立し

た生活をしている障がい者数（累計）  

☆４ 

（平成26年度） 

1,410人 
県（障がい福祉課）調べ 

一般就労へ移行した障がい者数 ☆５ 
（平成26年度） 

344人 
県（障がい福祉課）調べ 

ひとり親世帯数 

（平成22年度） 

10,911世帯 

（母子9,578、父子1,333） 

総務省「国勢調査」 

母子・父子自立支援員相談件数 ☆６ 
（平成26年度） 

8,416件 
県（子育て支援課）調べ 

母子父子寡婦福祉資金貸付件数 ☆７ 
（平成26年度） 

451 件 
県（子育て支援課）調べ 

ひとり親家庭等介護人派遣日数 ☆８ 
（平成26年度） 

197日 
県（子育て支援課）調べ 

就労支援を行う生活困窮者の人数 

☆９ 

（平成27年度） 

320人 

（見込み） 

県（地域福祉課）調べ 

さまざまな主体の連携によるユニバーサ

ルデザインの取組実施数 ☆10 

（平成26年度） 

106件 
県（地域福祉課）調べ 

商業施設等でバリアフリー化された施設

数（累計） ☆11 

（平成26年度） 

2,612施設 
県（地域福祉課）調べ 

消費生活講座受講者数 ☆12 
（平成26年度） 

2,792人 

県（交通安全・消費生活

課）調べ 

☆１ 妊娠満22週以後の死産と生後１週未満の早期新生児死亡の合計 

☆２ 「健康増進法」において策定に努めることとされている市町村健康増進計画を、県の策定している健

康増進計画と連携して策定している市町数 

☆３ 自殺対策の推進のために、各地域（保健所単位）でネットワーク組織を設置している地域数（県全体

で９地域） 

☆４ グループホーム、ケアホームおよび福祉ホーム等、障がい者の地域生活を支援する居住系サービス事

業を利用し、障がいの程度に関わらず地域で生活をしている障がい者数 

☆５ 障がい者就業・生活支援事業、知的障がい者就労支援講座、県の機関における職場実習事業、社会的

事業所を通じて、一般就労した障がい者数 

☆６ 母子家庭および寡婦等に対し母子自立支援員が相談指導を行った件数 

☆７ 母子および寡婦福祉資金貸付件数（新規および継続） 

☆８ 母子・寡婦および父子家庭が介護人の派遣を受けた述べ日数 

☆９ 生活困窮者の相談窓口（自立相談支援機関）において把握された生活困窮者について、生活保護に至

る前の段階で就労支援を行った人数 

☆10 ユニバーサルデザインアドバイザー、市町、社会福祉協議会、学校、地域の団体、企業等が連携して

ユニバーサルデザインの課題に取り組んだ事例数 

☆11 「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」に基づく認定施設数および「三重県ユニ

バーサルデザインのまちづくり推進条例」に基づく適合証交付施設数 

☆12 県が実施する「出前講座」「青少年講座」等の受講者数 

 

  






